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基本方針Ⅰ 評 価

学ぶ意欲を高め
確かな学力等を育成する教育の推進 ○

評 価
１ 学ぶ意欲を高め、確かな学力を育成する教育の推進

B
（１）義務教育段階での取組

目指すもの

児童生徒一人一人の学ぶ意欲を高め、基礎的・基本的な知識及び技能を

習得させ、これらを活用して課題を解決するために必要な思考力・判断力

・表現力を育成します。

〔ここに注目！！〕

・小学校では、国語、算数ともに高い学力レベルを維持

展 ① Web配信集計システムの活用と充実

開 ○ インターネットを活用した「Web配信集計システム」をさらに充実し、

方 各学校の授業改善を支援する。

向 ○ 活用力の伸長を図るために、問題解決的な学習や活用型の学習を設

定し、児童生徒に主体的な学習を促す授業づくりが推進できるよう、

学校訪問等での指導を充実する。

Web配信集計システムの活用状況

執 ・システムへの参加状況 小・中学校100％（小学校379校、中学校173校）

行 ・診断問題、解説・サポート問題の配信（５～３月、年10回）

の ・補充問題（年１回）、発展問題（年３回）の配信

状 ・正答率を入れた解答及び解説・サポート問題を随時配信

況 ・Web配信集計システムの機能の改善（H26.８月から稼働）

①過去問の検索機能 ②異校種間の閲覧機能 ③グラフ表示等の追加

＜Web配信集計システム

(過去問題の検索機能)＞
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【成果】◇ Web配信集計システムの有効活用が定着し、各学校の授業改善

評 の取組が着実に進められた結果、全国学力・学習状況調査にお

いて、小学校では、国語、算数ともに高い学力レベルを維持し

価 た。また、中学校でも懸案であった数学の平均正答率が上昇し、

全国平均と同程度となった。

【課題】◇ 前年度まで課題となっていた中学校数学が全国平均と同程度

になってきているものの、中学校国語・数学とも引き続き学力

向上のための重点的な取組を進めていく必要がある。

◇ Web配信集計システムの診断結果を生かした授業改善の取組に

おいて学校間での差がある。

＜全国学力・学習状況調査における平均正答率の推移(全国平均を０とした場合)＞

今 ○ 問題解決能力など活用力の伸長を図るために、Web配信集計システムの

後 発展問題を拡充し、授業改善を全校体制で推進するよう働きかけていく。

の ○ Web配信問題の点数を上げること自体が目的化しないように配慮しなが

対 ら、授業改善を図るための過去問題や解説等の積極的な活用を促す。

応
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展 ② 教員の指導力の向上と効果的な指導方法の普及

開 ○ 教員の指導力向上を図るため、教育課程研究集会や学校訪問を充実

方 する。

向 ○ 全校体制で取り組み学力向上に効果を上げた実践事例や指導法につ

いて、学力向上推進フォーラムや研修会等で全県に周知・普及する。

１ 市町村支援事業の実施

執 ・希望する市町村、学校に指導主事を派遣し、継続的に指導・支援

行 15市町村に指導主事を42回派遣（H25：17市町村 43回派遣）

の ２ 学力向上（中学校数学）プロジェクトの実施

状 ・市町村が実施する授業研究を中核とした研修を指導・支援

況 阿賀野市、村上市（H25：燕市）

３ 指導主事（学力向上対策）の配置

・児童生徒へのきめ細かな指導を行うために、新たに小・中学校の重点

校に指導主事を配置 10校 ５人

４ 学力向上推進フォーラム2014の実施

・市町村立小・中学校の研究主任を対象に、授業改善のポイントに関す

る研修を実施 県内７会場 小学校384人 中学校178人

５ 学力向上に関する指導事例の周知

・リーフレットの発行（10月、12月）

・学力向上サポートたよりの発行（年７回）

・成果を上げている事例を市町村教育委員会等から公募し、県教育委員

会のホームページで公表（10月）

【成果】◇ 学力向上プロジェクト実施市町村において、数学科教員全体

評 の意欲向上や専門性の向上が図られた。

◇ 指導主事（学力向上対策）配置校においては、毎月のWeb配信

価 問題の正答率の向上が見られるなど、学力の底上げが図られた。

◇ 学力向上プロジェクトへの応募や問い合わせが増え、各市町

村における学力向上の気運が高まってきていることがうかがえ

る。

【課題】◇ 地域により、学力向上の必要性への理解に差がある。

今 ○ 重点地域への指導・支援のため、教科指導に卓越した教諭を配置する。

後 ○ フォーラムや研修会等を通じて、「全校体制による組織的、継続的な

の 取組」「中学校区の学校間の連携、家庭や地域との連携による取組」の

対 具体的事例を引き続き周知していく。

応
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展 ③ 家庭学習習慣の確立

開 ○ 児童生徒が、授業と関連づけた課題や自ら主体的に取り組む課題を

方 見付けられるように、各学校の取組を支援する。

向 ○ 特に中学校においては、学習習慣の確立が図られるよう、先進的な

取組をリーフレットや研修会等の機会を通じて周知する。

１ 先進的な取組の周知

執 ・全県指導主事会議や学力向上推進フォーラム2014等において、中学校

行 で家庭学習習慣の確立に成果を上げている取組事例を周知

の ・広報紙「かけはし」「教育月報」で、家庭学習習慣の確立における課

状 題と解決に向けた取組を紹介

況 ２ 各学校における取組

・家庭学習の習慣化に向けた働きかけを行っている小・中学校の割合

小学校99.7％（H25:99.7％）、中学校98.8％（H25:99.4％）

・各中学校区における小中連携した家庭学習強調週間の実施

【成果】◇ 本県児童生徒の「平日に１日１時間以上家庭学習をする割

評 合」は、小学校では引き続き全国平均を大きく上回っている。

【課題】◇ 中学生の「平日に１日１時間以上家庭学習する割合」は、全

価 国平均との差が徐々に縮まりつつあるが、７年連続で全国平均

を下回る状況が続いており、家庭学習習慣の確立が急務である。

※全国学力・学習状況調査より

今 ○ 学力向上推進フォーラムやリーフレット等を通じて、学習習慣の確立

後 に成果を上げている取組を紹介するなど、家庭学習習慣の確立の方策を

の 周知する。

対 ○ 家庭学習の内容や方法の充実に向けて、家庭学習の取組に関する担任

応 による確実な点検や、授業と関連付けた課題の提示、学習計画を立てる

場の設定、家庭と連携したスマートフォンなどの適正な利用の促進等を

働きかけていく。

小学校

「平日に１日１時間以上家庭学習する」割合

（％）
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（２）高等学校教育段階での取組

目指すもの

生徒一人一人に確かな学力や専門的な知識・技能を身に付けさせ、将来

において自己実現可能な力をはぐくみます。

〔ここに注目！！〕

・専門的技能に関する全国大会で上位入賞を果たした

・医学部医学科への進学者数が６年連続で100人以上となった

展 ① 社会の要請に応えるための人材育成

開 ○ 専門高校では、生徒に実践的な技能・技術や知識、伝統的な技能等

方 を習得する機会を与え、地域や産業界に貢献できる人材の育成を目指

向 す。

○ 医学科や看護学科などを志す生徒を支援し、地域の医療を担う人材

の育成を目指す。

１ 専門教育推進事業

執 各学校で熟練技能者等による講義や実技指導が行われ、専門教育の充

行 実が図られた。

の ・デュアルシステム（10日間、11校 合計90人）

状 ・ものづくり技能・技術の伝承（年間14時間、８校）

況 ・企業と学校のネットワークづくり（年間２回、８校）

・ＩＣＴ技術の充実による創造性の育成（ロボット製作研究、８校）

２ 新潟大学医学部医学科体験講座

医学部医学科に進学し、県の医療を支えようという気概をもつ生徒に

対し、医学への興味関心を高め、意欲向上を図るとともに、医学科を志

す仲間作りの契機とした。

対象：県立高校１、２年生県立中等教育学校４、５年生

年間２日実施（12月26日 36人、３月27日 30人）

【新潟大学医学部医学科体験講座】
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【成果】◇ 将来のスペシャリストを目指す意欲が高まり、全国大会で上

評 位入賞を果たすなど、生徒の知識・技能の向上につながった。

・高校生ものづくりコンテスト全国大会「測量部門」優勝

価 （新発田南高校）

・技能五輪全国大会「建築大工部門」出場 （新津工業高校）

・日本学校農業クラブ全国大会「農業鑑定競技大会」最優秀賞

（加茂農林高校）

【新発田南高校】 【新津工業高校】

・建築大工職種、園芸装飾技能士などの技能検定の合格者数

２級 23人（H25：17人）３級 258人（H25：243人）

◇ 平成27年春の医学部医学科進学者数は、現浪合わせて100人と

なり、６年連続で100人以上となった。

＜医学部医学科進学者数（うち現役）＞ （平成27年４月15日現在）

H22 H23 H24 H25 H26 H27

101(44) 111(50) 113(45) 106(51) 106(44) 100(38)

◇ 新潟西高校医療専攻では、平成27年春の初めての卒業生19人

中、医療関係への進学者が17人となった。

◇ 医療関係への進学率は、平成27年春卒業生において12.0％と

なり、前年の12.1％から0.1ポイント下降した（速報値より）。

【課題】◇ 企業と学校のネットワークづくりを、さらに推進する必要が

ある。

◇ 学校と地域の医療現場との連携を深め、講演会や体験研修等

をとおして、地域に根ざした人材育成を図る必要がある。

今 ○ 専門学科における外部専門家等の活用を一層進め、実践的な技能・技

後 術や高度な専門的知識、伝統的な技能等を習得させるとともに、デュア

の ルシステム等への参加を推進する。

対 ○ 医学部医学科体験講座を、大学の協力を得て引き続き開催し、医学科

応 進学の意思を強くするための支援を行っていく。

○ 医療系進学希望者に、きめ細かい進路指導や学習指導を実施するため

に、メディカルコースや医療専攻設置校の取組を支援する。
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展 ② 生徒の進路希望を実現するための確かな学力

開 ○ 授業改善をとおして、基礎的・基本的な知識及び技能を確実に習得

方 させるとともに、思考力・判断力・表現力を育成する。

向 ○ 生徒の進路実現を支援するために、教員の教科指導力を向上させる。

○ 主体的に進路を決定する能力や態度を育成するとともに、目的意識

を持って学習活動を行うことができるよう、各学校の取組を支援する。

１ 大学教授による講義、講演等

執 大学で学ぶ意欲を喚起することを目的として、各学校で大学教授によ

行 る講演や実験を交えた講義を開催

の ・大学講義体験 17校 ・高大連携事業 14校

状

況 ２ チャレンジセミナー

新潟県や日本のリーダー、県の医療を支えることを志す生徒の学力向

上を図るための学習会

・県内高校教員を講師とした英語・数学・国語の講義

・進路意識を高めるための講演

・医学部や難関大学へ進学した県内高校卒業生と参加生徒との交流会

・参加生徒： 32校 321人

（新潟・長岡・上越の３地区で実施）

３ 新潟県高校生理数トップセミナー

数学や理科に関する体験的・問題解決的な学習活動を行うことをとお

して、本県高校生の数学や理科への興味・関心と、知的探究心等を育成

することを目的として開催

（「科学の甲子園全国大会」の新潟県予選を兼ねる）

・大学教授の指導を受けながら、数学、物理、化学、生物、地学の各グ

ループで課題研究

・参加生徒： 12校 144人

・年間３日間（11月８・９日、12月６日に新潟大学で実施）

【チャレンジセミナー】 【理数トップセミナー】
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４ 教材等作成研修会

最新の大学入試問題等の分析及び教材等の作成をとおして、教科指導

力と生徒の進路実現に向けた授業実践力の向上を図る。

・参加教員：31校 57人（国語、数学、英語、理科で実施）

【成果】◇ 平成27年春の大学等進学率は47.7％で、前年比で同水準とな

評 り、現役の国公立大学進学者数は2,452人で前年比28人の増であ

る（速報値より）。

価 ＜国公立大学進学者数（進学率)＞

H24 H25 H26 H27

11.8% 10.6% 12.1% 12.0％

2,507人 2,284人 2,424人 2,452人

◇ 教員による教材等作成研修会において、国語、数学、英語は

大学入試センター試験の傾向と対策を研究する研修を実施し、

大学入試を見据えた、より具体的で実践的な研修を行うことで

内容の充実を図り、作成した教材を校内研修等で還元すること

ができた。

◇ 同研修会の理科では、研修で作成する問題を「科学の甲子園

全国大会」の県予選の問題として活用することを想定して実験

問題作成についての講義・実習を行い、より専門性の高い研修

を実施することができた。

◇ チャレンジセミナーでは、参加生徒数が前年度の248人から

321人へと73人増加した。

【課題】◇ 大学入学者選抜の改善に対応するために、さらなる授業改善

をとおして、生徒の探究的、発展的な学習を展開し、主体的・

協働的に学ぶ学習の指導方法を充実させる必要がある。

今 ○ 生徒一人一人の進路実現を達成するために、基礎的な知識・技能の習

後 得に加えて、思考力・判断力・表現力を高めるための研修等を充実させ

の る。

対

応 ○ 大学入学者選抜の改善の動向に注視するとともに、課題の発見と解決

に向けた主体的・協働的な学びを重視した取組を推進する。
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評 価
２ 豊かな人間性や社会性の基礎をはぐくむ幼児教育の充実

B

目指すもの

幼児の発達や学びの連続性及び生活の連続性を踏まえ、生涯にわたる人

格形成の基礎を培う幼児教育を推進します。

〔ここに注目！！〕

・すべての小学校で幼稚園・保育所との連携が実現

展 ① 豊かな人間性や社会性の基礎を育成する幼児教育の推進

開 ○ 幼稚園等において、学びの芽生えをつなげ、幼児教育の質の向上が

方 図られるよう、訪問指導や研修等を通じて支援に努める。

向 ② 幼稚園等から小学校への円滑な接続の推進

○ 幼小接続の取組を積極的に進めるため、双方が接続を見通した教育

課程の編成による取組を推進するよう、研修や情報提供による指導と

支援に努める。

③ 子育てを支援する活動の充実

○ 幼稚園等において、子育てを支援するための取組が充実するよう、

研修や情報提供による支援に努める。

１ 教員の指導力向上

執 ・幼稚園等新規採用教員研修（園内研修・園外研修）の実施 参加62人

行 ・各種経験者研修の実施 参加55人

の ・新任園長研修、新任教頭研修の実施 参加16人

状 ・幼稚園教育研究集会の実施 参加148人

況 ２ 幼稚園・保育所等と小学校との連携強化（幼稚園教育研究集会）

・幼小の接続に関する内容を盛り込むとともに、小学校教員や行政関係

者の参加を呼びかけた。 参加 小学校教員33人 行政関係者10人

・実践発表や持参レポートをもとにした幼保小混成グループによる協議

・報告書を県内すべての幼稚園、保育所、小学校、特別支援学校に配付

・経験者研修等で、幼小の接続に関する情報提供

３ 幼稚園教諭の小学校での研修

・新規採用教員研修に小学校の授業参観、小学校教員による講話の実施

４ 教員への情報提供

・幼稚園教員を対象とした各種研修会において、幼小接続や子育て支援

に関する情報提供や意識啓発の取組を実施
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５ 保護者への情報提供

・小学校の就学前健康診断や移行学級の折に、保護者向けの子育て講話

を実施

・小学校区内の幼稚園や保育所の保護者に、小学校の授業参観や懇談会

の機会を提供

・「家庭教育支援ガイドブック」を活用した家庭教育講座の開催

【成果】◇ 経験年数に応じた研修や教育研究集会等の実施により、小学

評 校と幼稚園、保育所との連携が進んでいる。

価 【課題】◇ 幼稚園等の教職員と小学校の教員で、幼小の接続を見通した

スタートカリキュラム＊等の教育課程の編成や実施を進めるよ

うに働きかける必要がある。

＜幼保小の連携状況（小学校379校からの回答）＞

・幼児と児童の交流を実施 95.5％

・幼稚園・保育所の教職員と小学校教職員とが連携 100.0％

・スタートカリキュラムの編成による指導方法等の工夫 68.6％

※H26 小・中学校教育課程の編成・実施状況等に関する調査より

＊スタートカリキュラム：小学校に入学した子供が、幼稚園・保育所・認定

こども園などの遊びや生活を通した学びと育ちを基礎として、主体的に
自己を発揮し、新しい学校生活を創り出していくためのカリキュラム

今 ○ 研修受講者の研修意欲を高めるため、研修の形態やテーマ等を検討・

後 工夫していく。

の ○ 国の指針に基づく幼児教育政策プログラム策定に向けた取組を進める。

対 ○ 各市町村や園の子育て支援の様子を情報共有する場を設けるとともに

応 先進的な取組を紹介し、地域や園の実情に応じた子育て支援を推進する

ように働きかける。

【幼保小混成グループによる協議】

【送迎時の保護者・園児との談笑】



- 22 -

評 価
３ 豊かな心、倫理観、規範意識などをはぐくむ教育の推進

B
（１）道徳教育・体験活動・情操教育の推進

目指すもの

児童生徒に豊かな情操や倫理観、規範意識をはぐくむため、心に響く道

徳教育を推進するとともに、学校内外における体験活動や文化活動の充実

を図ります。

〔ここに注目！！〕

・９割の学校で道徳の授業の公開や地域と連携した活動を実施

展 ① 道徳教育の充実

開 ○ 児童生徒の豊かな人間性をはぐくむため、道徳の時間を要として、

方 教育活動全体を通じた道徳教育の充実を図るとともに、地域と一体と

向 なった「心の教育」を推進する。

１ 地域と一体となった「心の教育」の推進

執 ・小中学校において｢道徳の時間｣を保護者や地域の人々に積極的に公開

行 ・学校行事への地域住民の参加、地域行事への児童生徒の参加などの推

の 進

状

況 ２ 道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援事業の実施

研究推進校において、各校の実態を踏まえた研究課題を設定し、授業

研究をとおした実践的な研究を実施

・研究推進校：南魚沼市立六日町小学校、上越市立清里中学校、県立久

比岐高等学校を指定

・研究推進校の研究発表会への参加 254人（H25:217人）

・実践研究の成果と課題をまとめた道徳教育啓発用パンフレットを作成

し、県内すべての公立学校、市町村教育委員会に配布 3,000部作成

３ 教育活動全体を通じた道徳教育の充実

全体計画に基づいた全教職員による協働実践及び「私たちの道徳」や

郷土資料「越佐の心」の積極的な活用を各種説明会等で指導

・全小中特別支援学校長対象の教育施策等方針説明会

・全県指導主事会議

・全県の指導主事対象の教育課程説明会（上・中・下越で実施）

・各市町村教委の指導主事対象の道徳教育パワーアップ研究協議会
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【成果】◇ ほぼ全ての学校において、道徳の授業公開や学校行事等への

評 地域住民の参加がなされている。

＜道徳の授業を保護者や地域の人々等に公開した学校＞

価 小学校99.7％（H25:99.5％) 中学校94.2％（H25:89.1％）

＜学校行事に地域住民が参加した学校＞

小学校91.8％（H25:91.8％) 中学校87.3％（H25:79.3％）

◇ 多くの学校で、「私たちの道徳」を学校に置いたままとせず、

家庭に持ち帰るように指導している。

＜指導した学校＞

小学校95.7％ 中学校81.5％

【課題】◇ 依然として道徳教育の全体計画が整備されていない学校があ

る。

＜全体計画に、道徳教育の推進体制や家庭や地域社会等との連携のための活

動等を示している学校＞

小学校80.2％（H25:78.6％) 中学校68.8％（H25:68.4％）

＜全体計画に、各教科等における道徳教育にかかわる指導の内容及び時期を

示している学校＞

小学校94.2％（H25:93.4％) 中学校86.7％(H25:87.4％)

＜全体計画に、道徳教育にかかわる体験活動や実践活動の時期等を示してい

る学校＞

小学校78.1％（H25:79.3％) 中学校83.8％(H25:81.6％）

※いずれもH26 県小･中学校教育課程の編成・実施状況等に関する調査より

今 ○ 各学校の道徳教育の全体計画及び道徳の時間の年間指導計画の整備状

後 況と、道徳の時間の授業公開について、教育事務所及び市町村教育委員

の 会の学校訪問や研修会等で確認し、必要な指導・助言を行う。

対 ○ 平成30年度から「特別の教科 道徳」が位置付けられることを見据え、

応 研究推進校において評価の在り方を研究し、評価についての理解推進を

図る。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公開しなかった

一部の学級で公開した

全ての学級で公開した

小学校

中学校
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展 ② 体験活動、情操教育の充実

開 ○ 県立青少年教育施設において、学校と連携した多様な体験活動の提

方 供や指導者等の養成、新たな体験活動のプログラムの開発を推進する。

向 ○ 児童生徒が優れた芸術・文化を体験する機会や鑑賞、発表する機会

を提供するとともに、郷土の歴史文化を学習できる新潟県埋蔵文化財

センター等の活用を進める。

○ 児童生徒の自主的な読書活動のため、学校図書館の活用、家庭や地

域・図書館や民間団体と連携した読書に親しむ環境づくりを進める。

１ 学校と連携した体験活動機会の提供

執 ・県立青少年教育施設における学校行事での利用

行 青少年研修センター 101回 少年自然の家 146回

の ・引率者対象の施設利用に関する研修会の実施

状 青少年研修センター ６回 少年自然の家 ３回

況 ２ 児童生徒の体験活動の充実

・県立青少年教育施設における、中学生、高校生、青少年指導者を対象

とした指導者・リーダー養成研修の実施 ５回 参加延282人

・「自然の家で防災キャンプ」の実施 ２回 参加延39人

【少年自然の家での防災キャンプ】

３ 優れた芸術文化を鑑賞する機会の設定

（実施状況はＰ70～71に記載）

４ 読書に親しむ環境づくりの推進

・読み聞かせや読書イベント等による学校図書館の活用促進

・市町村訪問時等における子ども読書活動推進計画策定の働きかけ

・子ども読書活動推進のためのフォーラム開催

２日間 参加延524人

・子ども読書ボランティアリーダーの養成

４会場 延347人
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【成果】◇ 県立青少年教育施設では、利用者アンケートにおいて高い評

評 価を得ている。

＜少年自然の家の利用者アンケートでの満足度＞

価 94.4％（H25:91.0％） ※学校行事での利用が多い７月の数値

◇ 学校図書館と関係機関等とが連携した取組が進んだ。

＜公共図書館の司書等が巡回訪問した学校の割合＞

小学校45.3％（H24:35.3％） 中学校27.5％（H24:23.3％）

＜ボランティアを活用している学校の割合＞

小学校76.4％（H24:75.2％） 中学校11.8％（H24:11.2％)

※H26 学校図書館の現状について（県内全市町村立小・中学校）調査より

◇ 子ども読書活動推進計画の策定市町村が２市１村増加した。

H25 11市 → H26 14市村

◇ 県内の読書関係者が一堂に会する「にいがた子ども読書県民

フォーラム」を初めて開催し、気運の醸成が図られた。

【美術館を利用した学習活動】 【にいがた子ども読書県民フォーラム】

【課題】◇ 学校側の多様なニーズに応じた体験活動プログラムの提供が

必要である。

◇ 地域の実情を踏まえて子ども読書活動を推進するためには、

市町村が推進計画を策定し、体制の整備・充実を図る必要があ

る。

今 ○ 豊かな心を育む学習における、社会教育施設の利用を一層促進するた

後 め、学校と連携し、ニーズに合った体験活動プログラムを開発するとと

の もに、学校へのＰＲや分かりやすい利用マニュアルの作成など、広報活

対 動をより積極的に行う。

応 ○ 「にいがた子ども読書県民フォーラム」により、子ども読書活動を推

進する気運の醸成と、幼児期からの読書習慣の定着を図る。

○ 子ども読書活動推進計画を未策定の市町村に対し、訪問等により策定

を働きかける。
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（２）いじめを見逃さない、いじめを許さない意識の醸成

目指すもの

いじめはどの子どもにも、どの学校にも起こりうるとの認識のもと、学

校、家庭、地域が連携し、児童生徒が主体となる取組をとおして、いじめ

を見逃さない、いじめを許さない意識の醸成を図ります。

〔ここに注目！！〕

・いじめはどんな理由があってもいけないことだと思う児童生徒の割合が、７年

連続で全国平均を上回る（全国学力・学習状況調査より）

展 ① いじめを見逃さない、いじめを許さない意識の醸成

開 ○ 児童生徒が主体となる活動を計画的・継続的に展開することの重要

方 性を研修等により徹底するとともに、情報提供による支援に努める。

向 ② 児童生徒の関わり合いに着目した教育活動の推進

○ 教育活動全体を通じて社会性を育むため、児童生徒が関わり合って

学ぶ授業や協力しながら取り組む活動を展開するよう、学校の取組へ

の指導と支援に努める。

③ 社会性の育成をとおした、いじめを生まない学校の風土づくり

○ 家族とのふれ合いや地域との交流活動など、児童生徒が他者と交流

する機会を設け、自己有用感や人間関係づくりの能力を育む学校の取

組を進められるよう、指導と支援に努める。

１ 研修等

執 ・いじめ見逃しゼロスクール研修の開催（県内８会場）

行 目的：生徒指導等担当教員を対象に、実践的な研修をとおして、児童

の 生徒の社会性を育成する

状 対象：公立小・中・特別支援・中等教育学校の生徒指導担当の全教員

況 ２ 情報提供による支援

・「いじめ・不登校等対応実践研究」

指定８中学校区の児童生徒の、社

会性育成の取組に関する実践事例

集を作成し、すべての公立小･中･

高校に配布

３ 社会性育成の取組 【「いじめ・不登校等対応実践研究」実践事例集】

・実践研究の指定８中学校区に対して総合支援チーム訪問による指導・

支援（８中学校区に16回実施）

・社会全体でいじめ、不登校等の生徒指導上の諸問題の解消及び未然防

止の気運を醸成していく「深めよう 絆 県民の集い」を「深めよう 絆

にいがた県民会議」と連携して県内４地域で実施
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【成果】◇ 教員への研修をとおして、児童生徒の社会性を育成していこ

評 うとする意識が高まり、取組が進められている。

◇ 学校や地域でのあいさつ運動や地域清掃の活動等、学年間の

価 交流や地域との交流の実施が広がった。

◇「深めよう 絆 県民の集い」に、地域の児童生徒、教職員、保

護者、地域住民など1,754人の参加があった。

＜児童生徒の社会性を育てる取組を進めた＞

小学校 76.3％（H25:72.4％）中学校 76.3％（H25:75.3％）

＜異年齢集団活動を実施している（幼児や高齢者との交流を含む）＞

小学校 100.0％（H25:98.7％）中学校 94.2％（H25:90.2％）

＜学校行事に地域住民が参加した（単なる参観、見物等は除く）＞

小学校 91.8％（H25:91.8％）中学校 87.3％（H25:79.3％）

※H26 県小・中学校教育課程の編成・実施状況等に関する調査より

◇ 全国学力・学習状況調査において、「いじめはどんな理由が

あってもいけないことだと思いますか」という項目では、小学

６年生も中学３年生も継続して全国平均を上回っている。

小学校６年生 中学校３年生

【課題】◇ いじめの認知件数の減少は、教職員のいじめに対する意識の

低下によることが懸念される。教職員、児童生徒ともに、「い

じめを見逃さない」という意識を高揚させていくように、計画

的・継続的な支援をしていく必要がある。

◇ 児童生徒の社会性が育成されている取組を広く学校に周知し、様

々な人との交流の機会をさらに設けるよう促していく必要がある。

今 ○ ネットいじめなど、外部から見えにくく潜在化しがちないじめに対す

後 る取組を推進する。

の ○ 児童生徒自身がいじめ防止について考え、いじめを見逃さない、許さ

対 ないという意識を高めていく取組を、引き続き進める。

応 ○ 児童生徒の社会性を育成する取組において、地域の様々な人との交流

活動を積極的に取り入れていくよう周知に努める。

1,464 

1,237 
1,157 

892 

1,673 

1,394 

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

いじめ認知件数の推移（県内国公私立学校）

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 合計



- 28 -

（３）人権教育、同和教育の推進

目指すもの

人権に関する理解を深め、すべての人々の人権を尊重し、互いの大切さ

を認め合う態度や行動力を児童生徒に身に付けさせる教育を推進します。

〔ここに注目！！〕

・全中学校及び高等学校が、人権教育、同和教育にかかわる指導計画を作成

展 ① 人権感覚を育む教育の充実

開 ○ 各学校において、様々な人権課題について児童生徒が着実に学び、

方 正しい認識と確かな人権感覚を身に付けることができるよう、指導計

向 画等の作成・改善や「生きるⅠ～Ⅴ」の活用を促すとともに、「人権

教育強調週間」の取組が効果的なものとなるよう、指導と支援に努め

る。

② 研修の充実

○ 教職員が、人権教育、同和教育への認識を深め、実践意欲や指導力

の向上を図ることができるよう、研修会の工夫改善に努める。

③ 男女平等教育の推進

○ 男女共同参画社会の実現に向け、男女の平等、相互理解や協力等の

教育が充実するとともに、性別による固定的な役割意識にとらわれる

ことのない進路指導が充実するよう、各学校への指導と支援に努める。

１ 人権感覚をはぐくむ教育の推進

執 ・指導計画等の作成状況

行 小学校 99.2％(H25: 99.0％)

の 中学校 100.0％(H25: 99.4％)

状 高等学校 100.0％(H25:100.0％)

況 ・「生きるⅠ～Ⅴ」の活用率

小学校 93.9％(H25: 94.3％)

中学校 85.5％(H25: 85.1％)

高等学校 88.4％(H25: 84.2％) 【生きるⅠ～Ⅴ】

・「人権教育強調週間」実施率 小・中・高・特支100.0％(H25:100.0％)

・人権教育、同和教育推進事業 外部講師による講演会への助成 31校

２ 研修会の状況

＜義務教育課＞

・教育施策等方針説明会 ・初任者、５年、12年経験者研修会

・全県指導主事会議 ・復興加配教員等(臨時講師)研修会

・新任校長、教頭研修会 ・児童生徒支援加配教員研修会 ３回

・人権教育、同和教育主任等研修会 県内６会場 300人
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＜高等学校教育課＞

・教職員対象研修会 ６回

（①担当者会議 ②現地研修会 ３回 ③指導者研修会 ④教員研修会）

・上記①、③、④の研修会で公正採用関係資料配付及び解説実施

年 度 小学校 中学校 高等学校 平均

現地研修実施率
H26 38.8％ 30.1％ 21.1％ 33.8％

H25 36.0％ 28.7％ 25.3％ 32.5％

研修複数回 H26 97.9％ 96.5％ 86.3％ 95.8％

実施率 H25 96.1％ 92.0％ 86.3％ 93.8％

教職員研修の H26 19.0％ 20.8％ 20.0％ 19.6％

手引き活用率 H25

３ 男女平等教育に関する指導･支援の状況

＜小中学校＞

・男女平等教育について、校種や職種別研修会で講義の実施 ８回

（内容）固定的な性別役割分担意識の払拭

職場における男女平等推進プランに基づいた環境点検

＜高等学校＞

・職種や経年研修で講義の実施 ７回

・男女平等教育に関する授業及び講演会等の実施 89校

【成果】◇ 中学校と高等学校は、全学校で指導計画等が作成できた。

評 ◇ 「生きるⅠ～Ⅴ」の活用が中学校と高等学校で昨年度より向

上した。

価 ◇ 県内の全学校が「人権教育強調週間」の取組を行った。

◇ 各学校において、研修の複数回実施率が前年度より向上した。

H25 93.6％ → H26 95.8％

【課題】 ◇ 全小学校に指導計画が作成されるよう、指導する必要がある。

◇ 「生きる」シリーズが全学校で活用されるよう、指導と支援

を継続させる必要がある。

◇ 「教職員研修の手引き」の活用率を向上させる必要がある。

今 ○ 指導計画の未作成校について、個別支援を行い、全小学校での作成を

後 完了する。

の ○ 各種研修会において、「生きるⅠ～Ⅴ」の活用を一層働きかける。

対 ○ 教職員の意識を更に高めるため、差別の現実に学ぶ現地研修を計画的

応 に実施するよう指導・支援する。

○ 同和問題をはじめ女性や子どもなどの様々な人権課題に対して、教職

員が正しい認識を身に付け、人権感覚を磨くため、「教職員研修の手引

き」を活用した校内研修の具体的な実施方法について指導・支援する。
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評 価
４ 健康でたくましい心身をはぐくむ教育の充実

B

目指すもの

児童生徒の心身の健康の保持増進や体力の向上を図るとともに、家庭や

地域と連携して、生涯にわたって健やかな心身と豊かな人間性をはぐくん

でいくための基礎を培います。

食育を通じて、食の安全・安心に関する知識と理解を深め、児童生徒が

自らの食を選択できる力を養うとともに安全・安心な学校給食を提供しま

す。

〔ここに注目！！〕

・本県児童生徒の体力・運動能力は全国トップクラスを維持

展 ① 望ましい生活習慣づくりの取組の推進

開 ○ 健康三原則（栄養・休養・運動）を基に、体力向上と食育との関連

方 を考慮し、保健学習の授業等の一層の充実に取り組む。

向 ○ 生活習慣の乱れ等の課題を解決するため、学校保健委員会の活性化

や、近隣の小･中学校、家庭、地域・専門機関等との連携を促進する。

１ 学校保健推進計画に基づく健康教育の推進

執 ・学校保健・給食管理運営研修会 ５会場 管理職596人

行 ２ 学校保健推進協議会を年２回開催

の ３ 生活習慣改善モデル地区事業の実施

状 ・五泉市をモデル地区に指定し、メディア（テレビ、ゲーム機、スマー

況 トフォン等）の利用時間と生活習慣の関連等について調査・研究に取

り組んだ。

【成果】◇ 研修会等における先進的な取組の紹介等により、生活習慣改

評 善を学校保健計画に位置づけて取り組む学校が増加した。

H24 70％ → H26 78％

価 【課題】◇ 保健学習と関連させて生活習慣の改善に取り組んでいる学校

が、６割程度にとどまっている。

今 ○ 望ましい生活習慣づくりの推進のため、モデル地区での事業を継続し、

後 実践の成果を全県に周知する。

の ○ 学校全体で確実な保健学習の実践が図られるよう、管理職・体育主任

対 等を対象とした研修会を充実させる。

応
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展 ② 食育の推進

開 ○ 学校の教育活動全体を通じて食育の充実を図るとともに、家庭・地

方 域と連携・協力した取組を支援する。また、食の安全・安心に関する

向 正しい知識を養う取組を推進する。

１ 指導体制の強化と指導の充実

執 ・学校全体での食育推進体制を強化するため、食育推進組織の充実等の

行 研修会を実施 全県管理職対象 参加596人 ５会場

の ・食育の取組を行っている食育先進校・共同調理場を表彰・紹介

状 ・指導力向上、家庭と連携した食育の実践を目的とした各種研修会の実

況 施 栄養教諭及び学校栄養職員対象 年７回 計９日間

・スーパー食育スクール事業の実施

国からスーパー食育スクールに指定された村上市立村上小学校の取

組（食習慣の改善をねらいとした食育公開授業等）を支援

２ 家庭・地域・生産者等との連携強化

・郷土食で競う学校給食調理コンクールの実施（８チームを表彰）

・地場産物を活用した食育授業や給食試食会に取り組む先進校を研修会

で紹介

３ 安全・安心な学校給食の提供

・学校給食に係る危機管理についての研修の実施

・衛生管理と食物アレルギー対応に関する給食運営研修会の実施

【成果】◇ 食育推進組織を校務分掌に位置付けている小中学校の割合は

評 ５年間95.0％以上を維持している。

◇ 学校給食を「生きた教材」として活用する取組や家庭等への

給食試食会実施の取組が進んだ。価

評価項目 H25 H26

給食献立の工夫による生きた教材として活用 74.6％ 78.6％

保護者、地域等への給食試食会実施 77.9％ 80.1％

※H26 小中学校教育課程の編成・実施状況等に関する調査より

◇ 学校給食における地場産物の使用割合は６年連続30.0％以上

◇ 学校給食を起因とする食中毒事故の発生はなかった。

【課題】◇ 朝食欠食率は、小学生においてやや増加傾向が見られ、中学

生は昨年より改善傾向にあるが依然として高い。

朝食欠食率：小学５年生1.3％(H25:0.9％) 中学２年生3.5％(H25:4.8％)

今 ○ 中学校における食育授業の実践例や食育の取組例を各種研修会で紹介

後 し、食習慣の改善に向けた指導の充実を図る。

の ○ 食中毒事故や食物アレルギー事故の未然防止等のため、研修や学校現

対 場での指導及び市町村教育委員会への働きかけを継続実施する。
応
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展 ③ 体力向上の取組の充実

開 ○ 児童生徒一人一人が、運動・スポーツ活動に積極的に取り組み、体

方 力向上を図ることができるよう、学校における体育、保健体育授業等

向 の充実を図るとともに、家庭と連携した取組の充実を支援する。

１ 授業等の改善

執 ・教員対象の「子供の体力向上指導者伝達講習会」を実施 ５会場 486人

行 ・体育授業や運動部活動への外部指導者の派遣

の 小・中学校体育授業への派遣 88校100人

状 中・高等学校運動部活動への派遣 中 学 校 53校74人

況 高等学校 51校60人

２ 体力つくりの推進

・体力テストと「１学校１取組」運動の継続実施

・トキめき体力つくり認定証の交付

体力テスト総合評価Ａ基準を達成した児童生徒に交付

626校26,843人（小学校488校19,409人、中学校138校7,434人）

・新潟県体力・生活実態調査の実施による児童生徒の実態把握

・資料配付 ・「体力つくりハンドブック」（小学校新採用教諭）

・「新潟県の学校体育」（県内全公立学校他）

【成果】◇ 本県児童生徒の体力・運動能力は全国上位を維持

評 男 子 女 子 （ ）は前年度

小学５年生 ２位(２位) ３位(４位)

価 中学２年生 ３位(３位） ５位(５位)

※H26 全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果より

（体力テスト８種目）

握力、反復横とび、50ｍ走、ボール投げ（昭和60年との共通４種目）

上体起こし、長座体前屈、20ｍシャトルラン、立ち幅とび

◇ 新潟県体力テストの経年比較においても、全校種で上昇傾向

【課題】◇ 目標とされている全国の昭和60年の値に達していない種目が

反復横とびを除き３種目ある。

◇ 積極的に運動する児童生徒とそうでない児童生徒の二極化が

みられることから、運動機会の確保や運動習慣の改善が求めら

れる。

今 ○ 児童生徒の発達段階に応じた適切な運動・スポーツをとおして、楽し

後 さや技能の向上などの喜びを実感できるよう、授業改善に努める。

の ○ 児童生徒の体力や健康状態等を的確に把握し、児童生徒一人一人が目

対 標を明確にした取組ができるよう、家庭・地域等と連携した取組の充実

応 に努める。
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評 価
５ 家庭や地域と連携した魅力と活力ある学校づくりの推進

A
（１）義務教育段階での取組

目指すもの

児童生徒が充実感を味わい、自己の可能性を発揮して心豊かな学校生活

を送れるよう、魅力と活力ある学校づくりを進めます。

〔ここに注目！！〕

・35人以下の少人数学級を小学４・５年及び中学１年に拡大

・９割を超える学校が地域住民を講師に招へいした授業を実施

展 ① 児童生徒一人一人の個性や能力を伸ばす教育の推進
開 ○ 各学校において、授業の工夫・改善により、きめ細かな教育活動が

方 図られるよう、各種研修会をとおして働きかける。

向 ② 地域の特色を生かし、地域とともに歩む学校づくりの推進

○ 各学校において、実効性が高い学校評価を実施することで地域の特

色を生かし、地域とともに歩む学校づくりが推進できるよう、支援する。

１ 教育課程説明会の開催

執 ・対象：県及び市町村教育委員会指導主事

行 上・中・下越３会場 参加延76人

の ２ 学校評価の推進についての指導

状 ・教育事務所の地域・学校訪問をとおした

況 指導

・全県指導主事会議や校長・教頭研修会等を 【研修会でのグループ検討】

とおした指導

・県立教育センターの講座において講義 事務職員10人 教諭50人

【成果】◇ 教育事務所による中学校区訪問では、各学校の実情に応じて

評 重点化された学校評価の取組が進められてきているとともに、

教務主任、学校事務職員等、職階に応じた研修を実施している。

価 【課題】◇ 学校評価結果が、教育活動や運営活動の改善にうまくつなが

らない学校もあるため、学校評価の実効性を高める必要がある。

今 ○ 各学校が、保護者や地域住民をはじめ、学校関係者評価委員、外部評

後 価者等に対して、明確な自己評価結果を情報提供し、説明責任を果たす

の とともに、その後の教育活動等にＰＤＣＡサイクルが機能するように、

対 引き続き、指導・支援する。

応
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展 ③ 地域の特性を生かした教育課程の編成・実施等

開 ○ 各学校において、人材リスト等の活用を進め、地域の中で主体的、

方 積極的な役割を果たす教育課程の編成・実施等が図られるよう支援す

向 る。

地域の環境や人材を生かした教育活動の推進

執 ・地域住民と連携した教育活動の推進

行

の

状

況

※H26 小・中学校教育課程の編成・実施状況等に関する調査より

・総合的な学習の時間で「地域や学校の特色に応じた課題」をテーマに

実施した学校の割合

学年 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３

H26 92.9 68.1 84.7 75.7 78.6 75.1 72.8

H25 94.6 68.9 84.2 81.1 83.9 70.7 69.5

※H26 小・中学校教育課程の編成・実施状況等に関する調査より

【成果】◇ 地域住民を講師に招へいしての授業、また、地域住民が参加

評 する学校行事は、小・中学校ともにほとんどの学校で取り組ま

れている。

価 ◇ 中学校で地域住民と連携して取り組む学校の割合が増加した。

◇ 地域の環境等をテーマにした総合的な学習の時間は、小・中

学校ともによく取り組んでいる。

【課題】◇ 地域の環境や人材を生かした教育活動の実施割合が中学校で

伸びてきているものの、今後も継続していくことが必要である。

今 ○ 生涯学習に関する人材リストの活用や、地域連携担当教員への支援に
後 より、学校と家庭・地域の連携がより一層、充実していくことができる
の ようにする。
対 ○ 各学校に特色ある取組を周知するなど、情報提供に努める。
応
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展 ④ 少人数学級の拡充

開 ○ 平成25年度から小学校３年生に導入した35人以下学級（１クラスあ

方 たり25人以下を下限）を、平成26年度以降、段階的に中学校３年生ま

向 で拡充する。

少人数学級の拡充状況

執 ・小学校３・４・５年に35人以下（下限25人）の学級編成となるよう定

行 数措置を行った。

の 小学３年：32校 小学４年：24校 小学５年：36校

状 計65校に92人措置

況 ・中学校１年に35人以下（下限25人）の学級編成となるよう定数措置を

行った。

中学１年：53校に86人措置

・36人以上の学級が生じるすべての学校に対して、少人数指導のための

加配教員を配置した。

小学６年の少人数指導加配を含めて、148校に158人措置

中学２・３年の少人数指導加配を含めて、163校に299人措置

【成果】 ◇ 少人数学級について、平成26年度には、小学校は５年生まで、

評 中学校は１年生に拡充した。

◇ 新たに拡充した小学校４・５年生と中学校１年生における35

価 人以下の少人数学級編成について、「学力が向上した」「学級生

活の満足度が上がった」「児童生徒間のトラブルを早期に発見

できた」など、肯定的な評価を得ている。

【課題】◇ すべての学年にも少人数学級を拡大する必要がある。

今 ○ 平成27年度には義務教育の全学年での少人数学級を実施していくこと

後 ができるように教員を配置するとともに、36人以上の学級が生じるすべ

の ての学校に対して、少人数指導のための加配教員を配置し、きめ細かな

対 指導ができるようにする。

応

○ 国に対して、引き続き加配定数の増加を要求するとともに、義務標準

法の改正も含めた定数確保について要望する。
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（２）高等学校教育段階での取組

目指すもの

夢の実現に向けてチャレンジする若者を育成することができる、魅力と

活力のある高等学校づくりを進めます。

〔ここに注目！！〕

・新津工業高校日本建築科１期生24人のうち、16人が建設系企業等に就職

展 ① 魅力と活力ある高等学校づくりの推進

開 ○ すべての学校で「オンリーワン」の学校づくりをより一層推進し、

方 魅力と活力ある学校づくりに取り組む。

向 ○ 将来地域に貢献できるグローバル人材や、医療・防災・建築等の地

域産業を支える人材育成に向けた学校づくりに取り組む。

○ 学校の取組を広く発信し、県外からも生徒が集まるよう取り組む。

② 中長期的な高校再編整備計画の策定

○ 社会情勢の変化や時代の要請などに対応した教育を一層推進するた

め、中長期的な高校等再編整備計画を策定する。

１ オンリーワンスクール・ステップアップ事業（実施校19校）

執 ・起業家教育の推進（３案件10校）

行 模擬株式会社による商品開発、製造、販売など

の ・地域と連携したキャリア教育の推進（３案件３校）

状 教育課程に位置付けたデュアルシステムの実施など

況 ・グローバル人材育成の推進（２案件６校）

海外でのインターンシップや観光資源を活用した英語力向上の取組

２ 魅力ある高校づくりプロジェクト

・新潟中央高校（音楽科ロシアンメソッド・ピアノ専攻）

モスクワ音楽院の講師による個人指導やモスクワ研修旅行の実施

・新津工業高校（日本建築科）

熟練大工(新潟の名工)による指導や茶室「飛翔庵」の建築

・国際情報高校（海外大学進学コース）

コース選択希望者による海外研修の実施

３ 「高校等再編整備計画策定外部有識者会議」の開催

・第１回目の会議を、平成27年３月に開催

・委員は、県外大学教授、企業経営者等に教育関係者を加えた10名
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【成果】◇ 県内高校において、魅力ある学校づくりが進んでいる。

評 高校生活に「満足している」「どちらかといえば満足してい

る」と回答した全日制課程高校２年生の割合

価 H９：51.3％ H24：77.4％ H25：79.9％ H26：79.0％

◇ 学校において地域及び企業と連携することで活動の幅が広が

り、インターンシップやデュアルシステムなど、実践的な活動

が展開された。

・インターンシップ等実施校 H26:90校（100％）

・デュアルシステム実施校 H26:12校（農業、工業、商業）

◇ 生徒が高い専門性を生かした進路を選択している。

・ロシアンメソッド・ピアノ専攻の卒業者８人のうち２人が大

学進学後に海外大学編入を希望

・日本建築科卒業者24人のうち16人が建設系企業等に就職

【新潟中央高校 ロシアンメソッド 【新津工業高校 日本建築科茶室「飛翔庵」】

公開ピアノレッスン＆コンサート】

【長岡CATのロゴマーク(商標登録済)】

【課題】◇ 今後、大幅な生徒の減少が見込まれる中、児童・生徒の夢や

希望が叶えられる高校教育を実現するため、地域の実情等にも

配慮した策定作業を進める必要がある。

今 ○ 全国の中学生や保護者から選ばれる「オンリーワンスクール」の取

後 組や「魅力ある高校づくりプロジェクト」を引き続き推進する。

の

対 ○ 平成27年度において、中長期の高校等再編整備計画を策定する。

応
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評 価
６ 一人一人の教育的ニーズに応える特別支援教育の推進

A

目指すもの

障害のある幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、そのもてる

力を高め、学習上または生活上の困難を克服し、自立と社会参加を一層進

めるようにするために、適切な指導や必要な支援を行います。

〔ここに注目！！〕

・中学部・高等部一貫による職業教育を充実するために、村上特別支援学校いじ

みの分校竹俣校を設置

展 ① 学校や地域における「交流及び共同学習」の推進
開 ○ 学校間や学校内で障害のある子どもたちと障害のない子どもたち、

方 あるいは、地域社会の人たちとがふれ合い、共に活動する「交流及び

向 共同学習」を推進する。

○ 特別支援学校に在籍する幼児児童生徒については、それぞれの居住

地域での「交流及び共同学習」も併せて推進する。

「交流及び共同学習」の実践事例の蓄積と理解・啓発

執 ・特別支援学校長会と連携し、小・中・特別支援学校における交流及び

行 共同学習の実践例を収集

の ・小・中学校の参考となる実践例を障害種別、

状 活動別に整理した「交流及び共同学習実践

況 ガイドブック」を作成し、県内のすべての

小・中学校へ配付

掲載事例数11（小学校８、中学校１、

小学校特別支援学級２）
【交流及び共同学習の様子】

【成果】◇ 小・中学校と特別支援学校等との交流及び共同学習は、実施

評 校率が増加しており、各学校での実践が進んでいる。

実施校率 H25 97.0％ → H26 97.3％

価 【課題】◇ 「実践ガイドブック」の活用を図り、児童生徒の実態や各学

校の実情等に応じた交流及び共同学習の充実が必要である。

今 ○ 市町村と連携し、「実践ガイドブック」の活用を促進するとともに、

後 センター的機能を有する特別支援学校が実施する研修会等で、交流及び

の 共同学習の具体的な内容や方法等についての研修を充実する。

対 ○ 小・中・特別支援学校における実践事例の蓄積をさらに進め、「実践

応 ガイドブック」の改訂を行う。
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展 ② 障害のある幼児児童生徒に対する教育環境の整備

開 ○ 市町村と連携し、全県的視野から特別支援学校や特別支援学級、通

方 級指導教室の適正配置を推進するとともに、障害に対応した良好な教

向 育環境の整備に努める。

○ 個々の教育的ニーズに応じた教育課程の編成と実施に努めるととも

に、小・中学校の通常の学級に在籍する特別な支援が必要な児童生徒

への支援の充実を図る。

１ 分校の整備及び学校の開校

執 ・県立村上特別支援学校いじみの分校に竹俣校設置

行 ・小千谷市立総合支援学校開校（設置認可と運営支援）

の

状

況

【県立村上特別支援学校いじみの分校竹俣校】 【小千谷市立総合支援学校】

２ 特別支援学級の設置

・小学校31学級、中学校18学級、計49学級新設 → 全県で計1,213学級

〈H26 特別支援学級設置状況〉

※１設置数：知的障害、自閉症・情緒障害、肢体不自由、病弱・身体

虚弱、弱視、難聴の全ての特別支援学級を含む

※２設置校率：管内の全小学校数、全中学校数のうち特別支援学級設

置の学校数の割合

３ 通級指導教室の設置

・３教室新設（阿賀野市、新潟市、聖籠町） → 全県で計112教室

〈H26 通級指導教室設置状況〉

教室別 小学校 中学校 特別支援学校 合計 前年比
発達障害 39 8 0 47 +2
言語障害 54 0 0 54 +1
難　　　聴 9 0 2 11 ±0

全 県 計 102 8 2 112 +3

校種
地域区分 設置数※1 設置校率※2 設置数※1 設置校率※2

上越管内 158 87% 60 93%
中越管内 317 81% 161 91%

下越管内 157 84% 80 86%
新潟市 187 85% 93 95%

合計 819 84% 394 91%

小学校 中学校
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４ 校舎のバリアフリー化

・障害のある児童生徒の学校生活に

支障が生じないよう、必要な設備

を整備

トイレ改修、スロープ・手摺り

の設置

高等学校 ４校

特別支援学校 ３校

【障害者用トイレの設置】

５ 医療的な配慮の必要な児童生徒に対する医療的ケア

・対象児童生徒が在籍する全ての学校に学校看護師を配置

13校20人（H25:12校19人）

６ 高等学校に特別支援教育支援員を配置

・臨床心理士を特別支援教育支援員として県内５地域５校に配置

要請に応じて配置校から他校へ派遣

【成果】◇ 分校の整備と市立特別支援学校の設置により、特に高等部入

評 学希望者が増加傾向にある知的障害特別支援学校高等部の整備

が進んだ。

価 ◇ 高等学校に特別支援教育支援員を配置することで、支援の必

要な生徒の実態把握や校内の体制整備が進み、支援を受けた生

徒の中途退学率が減少した。

【課題】◇ 市町村と連携した計画的な特別支援学校、特別支援学級、通

級指導教室の適正配置を一層推進する。

◇ 高等学校において、きめ細かな対応を進めるため、「個別の

指導計画」を作成し、組織的な支援を行う必要がある。

今 ○ 高等部入学希望者数や地域の要望等の把握に努め、希望者全員を受け

後 入れられるよう引き続き学校整備の推進を図る。

の ○ 地域事情や児童生徒の状況の把握に努め、市町村と連携し全県的視野

対 から、特別支援学級、通級指導教室の適正な配置を推進する。

応 ○ 高等学校の特別支援教育支援員の配置校を増やし、一層きめ細かな対

応と研修の充実に取り組む。
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展 ③ 早期からの教育相談、就学に係る支援体制整備の推進

開 ○ 特別支援学校のセンター的機能を活用し、障害のある幼児児童生徒、

方 その保護者等に対して巡回教育相談を行うなど、早期からの就学相

向 談・教育相談体制の整備を推進する。

○ 市町村の就学支援や関係機関との継続した連携の在り方について支

援を行うなど、どの地域においても一貫した支援体制が整備できるよ

うに努める。

１ 特別支援学校のセンター的機能の実績

執 ・地域の中核となる特別支援学校が相談支援や研修会を実施

行 ２ 「通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教育的支援を

の 必要とする児童生徒に関する調査」結果の公表

状

知的発達に遅れはないものの 児童生徒の受けている支援の況
学習面又は行動面で著しい困難 状況（現在又は過去にいずれか

を示すとされた児童生徒の割合 の支援あり）

小学校 中学校 全 体 小学校 中学校 全 体

県 7.0％ 4.2％ 6.0％ 96.7％ 79.4％ 92.4％

全国 7.7％ 4.0％ 6.5％ （未公表）（未公表） 58.2％

３ 発達障害児等について緊急・困難事例支援のための「発達障害等総合

サポート事業」の推進

・電話等による相談件数313件 （H25:456件）

・総合サポートチーム派遣７件 （H25: 10件）

・専門家を招へいした定期的なケース会議の開催２回（H25:３回）

【成果】◇ 特別支援学校は、昨年度より小・中学校等からの教育相談や

評 地域の教職員や保護者等を対象とした研修会の実施回数が増加

し、地域における特別支援教育の拠点としてセンター的機能を

価 発揮することができた。

・教育相談件数5,321件（H25:5,281件）

・研修会116回、参加6,123人（H25:106回、4,328人）

◇ 上記調査結果の集計・分析により、小・中学校における通常

の学級に在籍する発達障害の可能性のある児童生徒の実態を把

握することができた。

【課題】◇ 発達障害に係る効果的な支援等について、さらなる支援のあ

り方について検討する必要がある。

◇ 障害の重度化及び多様化に対応した特別支援学校の校内相談

体制を充実する必要がある。

今 ○ 発達障害に係る効果的な支援等について、上記調査結果に基づき、市

後 町村教育委員会を対象とした研修を計画的に実施するとともに、通常の

の 学級における支援の在り方を検討する。

対 ○ 特別支援学校を対象としたカウンセラー派遣事業を開始し、障害の多

応 様化に対応した校内支援体制の充実に取り組む。
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展 ④ 職業教育の推進

開 ○ 個々の適性や進路ニーズを的確に把握し、それに応じることができ

方 る教育課程の編成とキャリア教育の実施に努める。

向 ○ 企業や労働関係機関等と連携協力し、職場開拓や進路指導に努める

とともに、卒業後の職業生活の適応状況を把握し、必要に応じた支援

を行うなどケア体制の構築に努める。

１ 職業学級の充実と職業技能検定の実施

執 ・大学教授、企業人事担当者等で構成する特別支援学校就労支援検討委

行 員会を開催し、職業学級の成果と課題を検討（９月、１月）

の ・職業学級第２期生40人が卒業

状 40人中37人が企業へ就労（H25:38人中37人）

況

・高等部生徒の技能習得と就労に向けた意欲向上のため実施している、

職業技能検定の会場を１会場増やし、２会場で清掃業に関する検定を

実施

参加 162人（H25:142人）

〈検 定 結 果 一 覧〉

級は１～10級を設定し、１級が最上級

※清掃に関する技能の３種目を設定し、新潟ビルメンテナンス協会等の協力

を得て、県独自の審査基準を作成（平成24年度より全国３番目に実施）

検定級 自在ぼうき モップ ダスタークロス 合計
１級 6人 3人 3人 12人
２級 17人 11人 10人 38人
３級 19人 8人 15人 42人
４級 16人 2人 13人 31人
５級 9人 1人 4人 14人

その他 20人 1人 4人 25人
合　計 87人 26人 49人 162人

【作業学習 清掃】 【 作 業 学 習 袋 詰 め 】
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２ 特別支援学校高等部生徒共生社会推進強化事業の実施

福祉や労働機関との密接な連携体制の構築、障害者雇用に係る理解啓

発を推進するとともに、働きながら訓練する機会を提供し、特別支援学

校高等部生徒の進路指導、就労支援の充実を図る。

・学校業務補助員の配置36人（H25:44人）

・就労支援コーディネーターの配置21人（H25:22人）

・実習先や求人情報等に係る就労支援情報共有システムの導入

県立特別支援学校高等部設置校23校すべてが登録

〈特別支援学校高等部卒業生の就労状況〉 （単位：人）

※(%)以外の( )は全国順位

【成果】◇ 職業学級では、企業ニーズに応じた作業種や就労の基礎に関

評 するビジネスマナーの学習を充実するなど、教育課程の改善が

進んだ。

価 ◇ 職業技能検定の受検者が、大幅に増加しており、生徒の企業

就労に向けた意識の高まりにつながるとともに、障害者雇用に

係る企業への理解啓発を促す機会となった。

◇ 特別支援学校高等部卒業生等を学校業務補助員として雇用す

ることにより、卒業生のスキルアップを図り企業就労につなげ

ることができた。

◇ 就労に係る企業等の情報を共有することにより、地域の複数

の特別支援学校が連携して就労支援を進めることができた。

【課題】◇ 職業学級の先行的な実践を未設置校に広げ、職業教育に係る

教育課程の改善を進めることが必要である。

◇ 職業技能検定の受検者増加への対応と検定種目の拡大を検討

することが必要である。

今 ○ 職業学級の未設置校における職業教育に係る教育課程の改善を推進す

後 る。

の ○ 知的障害特別支援学校において職業学級の設置拡充をさらに進める。

対 ○ 職業技能検定の実施会場や検定種目の拡充を図る。

応

卒業 全国企業

生数 就労率

H22 317 293 (92.4%) 227 (71.6%) 66 (20.8%) (29) 24.3%
H23 363 338 (93.1%) 256 (70.5%) 82 (22.6%) (29) 25.0%
H24 408 387 (94.8%) 273 (66.9%) 114 (27.9%) (23) 27.7%
H25 430 407 (94.7%) 286 (66.5%) 121 (28.1%) (25) 28.4%
H26 442 414 (93.7%) 285 (64.5%) 129 (29.2%) （未公表）

就労合計

（　）内は率

福祉就労

（　）内は率

企業就労

（　）内は率


